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第一節問題提起

　資本主義杜会におげる基本的な経済構造は，資本，土地所有，賃労働という

三つの経済的範曉の相互関係として把握することができる。それらの経済的諾

関係は・まず第一に・剰余価値をめくる資本と賃労働との対皿関係として，第

二に・超過利潤をめくる諸資本問の競争関係として，そして第三に，地代をめ

くる資本と土地所有との対皿関係として展開される
。

　ところで，かかる経済的諸関係は，杜会的分業に規定された諸商品の交換関

係としてあらわれ，商品価値の量的規定はｒ杜会的に必要な労働時間」であら

わされる。したが って，「価値」という範駒こついても，「杜会的に必要な労働

時問」の具体化という視点をふまえて，資本と賃労働という経済関係だげに規
　　　　　　　　　　　　　ユ）
定された単純な「生産」価値から，諸資本の競争関係や資本と土地所有との関

係といった複雑な経済関係をも包摂した価値範曉へと展開していく必要がある
。

　念のために，これらの価値諸範曉を，ｒ抽象」からｒ具体」への上向過程と

して展開すれば，以下のようになる 。

土地所有およぴ資本問の競争関係を捨象した，もっとも単純な価値範曉は

　　　　　　　　　　　　　　　　（６６０）
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「生産」価値であり ，不変資本，可変資本，剰余価値によっ て構成されている 。

ここでは剰余価値率によっ て， 資本と賃労働との関係（搾取率）が明らかになる

が， 生産された価値がいかに実現されるかという諸資本間の市場競争は捨象さ

れている 。

　次に，土地所有を捨象し，かつ資本と賃労働との関係を前提として，諸資本

間の競争関係を内包した価値範田壽が登場してくる。その第一として，各生産部

門問における市場競争関係をつうじて，いずれの生産部門においても費用価格

プラス平均利潤という内実をもっ た価値範晴，すなわち「生産価格」が成止す

る。 第二に，異部門問におげる諸資本の市場競争の反映である市場価格の変動

に対応して，同一生産部門内部においても，資本の有機的構成の高度化をめく
“

る諾資本間の競争が展開される。その結果として，この生産部門において平均

的な有機的構成をもっ た資本が生産する商品価値が，この部門における価値と

して，すなわち「市場価値」が成立する。この「市場価値」の法則については ，

土地生産物生産部門においても貫徹するものであり ，かつ「地代」の分析に際

しては，この「市場価値」をきちんと理解しておくことが重要とな ってくる 。

　資本主義杜会が発展した段階においては，各生産部門間における諸資本の競

争が前提とたっているが，その競争の具体的た動態は当該生産部門で生産され

た商品にたいする市場価格の変動としてあらわれる。市場価格が変動する結果 ，

当該生産部門全体が取得する超過利潤，あるいは逆に，この生産部門全体にお

げる資本の減価，さらには価値破壌が問題とたる。それと同時に，同一生産部

門内部においても，資本の有機的構成の優劣による特別剰余価値とマイナスの

特別剰余価値をめくる競争が展開され，さらにこの特別剰余価値を超過利潤へ

と転化させる競争が異部門問におげる諸資本の問で展開される 。かくして，諸

資本間の市場競争をつうじて同一生産部門内部においては平均的な有機的構成

をもっ た資本が平均利潤を取得することになる。そしてその資本によっ て生産

された商品価値は，部門問競争と部門内競争という諸資本間の競争関係を統一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
的に内包した価値範騎，すなわち「市場生産価格」となる 。

　この「市場生産価格」は，資本と賃労働との関係，およぴ諸資本問の競争関

　　　　　　　　　　　　　　　　（６６１）
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係を包摂した「より複雑な」価値範曉であり ，かつ現実の資本主義との関連で

は， 「より具体的な」価値範騎である。資本主義杜会が資本家階級と労働者階

級という二つの階級からのみ存立しているとすれ１ま，この市場生産価格はｒ最

も具体的た」価値範曉であろう 。しかし，三位一体的定式ともいわれるように ，

資本主義杜会には，この二つの階級以外に地主階級が存在している。そこで ，

資本と賃労働との経済関係およひ諸資本間の競争関係に加えて，資本と地主階

級との経済関係をも包摂した価値範曉，すなわち資本主義杜会におげる三大階

級の物質的基礎をたす諸範曉の相互関係を総体的に包摂するような価値範晴を

どう構築するのかということが問題となる。具体的には，先に述べた「市場生

産価格」という価値範廃が「土地所有」との関係を包摂することによっ て， と

のような新しい価値範曉を構築するのかということが間題とたる 。

　ここで，われわれは「土地所有」をも包摂する価値範曉として「市場調整的

生産価格」の設定を提起したい。なお，価値体系におげる「市場調整的生産価

格」の位置づげについては，従来の経済学では必ずしも共通した科学的認識に

なっ ているとはいえないし，「市場調整的生産価格」という価値範曉の概念規

定にしても，共通の理解に至っていないのが現状である 。

　ところで，この「市場調整的生産価格」を価値体系の中に位置つげるために

は， 以下の三点が問題となる。まず第　に，資本制生産様式のもとで，た普

「土地所有」が独自の経済的範曉として存立しうるのか，第二に，資本は「土

地所有」とどのようた経済関係を結ぶのか，そして第ヨこ，労働生産物ではな

い「土地所有」がとのようにして価値範曉へ入り込むのかという問題である 。

特に，第三の間題と関わっては，「市場調整的生産価格」という価値範騎を新

しく提起する以上，この「市場調整的生産価格」の概念がいかなるものであり ，

またこの新しい価値範曉を明らかにする上で重要な環となるｒ虚偽の杜会的価

値」についての検討が必要となる 。

　以下の各節では，上記の三つの問題について検討していくことにする 。

　　１）「生産」価値という概念は，実現間題を捨象した生産過程におけるｒ価値」と

　　　いう意味である 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６６２）



　　　　　　　市場調整的生産価格と虚偽の杜会的価値（杉野）　　　　　　　　ユ５９

２）拙稿ｒ価値範晴の体系性について」（『立命館経済学』，第３０巻３ ，４ ，５号 ，

　１９８１年所収）を参照のこと 。

第二節　資本制杜会における「土地所有」の存立根拠

　マルクスは地代を論じた『資本論』第六編第三十七章の「緒論」において ，

次のように述べている 。

　「われわれにとっ て， 土地所有の近代的形態の考察が必要であるのは，要す

るに，農業におげる資本の投下から生ずる特定の生産 ・交易諸関係を考察する

ことが必要だからである。この考察がなげれぱ資本の分析は完全ではないであ
　ユ）
ろう 。」

　マノレクスがこの文章で言っているのは，資本について完全な分析をしようと

す汕ま，資本と資本主義的な土地所有とのあいだの生産 ・交易に関する諸関係 ，

つまり経済的諸関係を分析することが不可欠であるということである。換言す

れは，資本主義的土地所有をとりあげて，これを直接の分析対象とするのでは

なく ，あくまでも資本主義杜会において支配的な位置をしめる「資本」の分析

の中心にすえながら，この資本との関係のもとで「土地所有」を分析しなげれ

ぼならないという視点を明確にしているのである 。

　いうまでもなく ，「土地所有」によっ てもたらされる　ｒ地代」は資本主義に

おける三大階級の一つである地主階級が存立する物質的基盤である。ｒ土地所

有」を前提とする限りにおいて，自然対象物を労働対象や労働手段として商品

生産を行う場合には，いかなる資本も土地所有と一定の経済関係をとり結ぱな

げればならない 。

　ところで，「土地所有」それ自体としては，なんら生産的活動を行うことも ，

また径済的な「収入」をあげうるものではない。土地所有は資本と結合される

ことによっ て， は’じめて「地代」という収入を地主階級にもたらすのである 。

この「地代」は資本が取得した超過利潤の転化彩態であるが，資本が生産した

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６６３）
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商品の価値構成において，この地代部分がどのような位置を占めるのかという

ことが間題となる。この間題を解決していくためには，まずもっ て， 資本が土

地所有と経済関係を結ぶということが前提になっていなげればならない。しか

し， この前提は果たして自明のことたのであろうか 。

　この問題を検討していく場合には，印』置きとしてあらかじめ二つの問題を整

理しておく必要がある。その一つは，経済学で取り扱う場合の「土地」という

概念を明確にしておくことであり ，他の一つは，資本，土地所有，賃労働とい

う三つの範曉の経済的な相互関係について，きちんと整理しておくということ

である 。

　この削置きの第一の間題，つまり経済学が研究対象とする「土地」について ，

マルクスは次のような規定をおこたっている 。

　「ここでは水なども，それに所有者があり ，それが土地の付属物として現れ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
るかぎりでは，土地と解されるということである 。」

　この文早でも兎らかなように，「土地」という概念は，狭義の土地だげでな
く， 資本主義的に所有されている自然的対象物　般を含むものとされているの

である。したが って，経済学が「土地」を対象にして研究する場合には，広義

の「土地」を間題にしているのだということを念頭においておかねはならない
。

　資本と土地所有とが取り結ぶ具体的た生産部門としては，単に農業だげでな

く， 林業，鉱山業，水産業，建設業，運輸業，さらには商業やサーヒス業なと

においても，広義の「土地」所有が問題とされねはならないのである。さらに

具体的な間題を分析するという段階になれは，製造業においてすら，資本と

「土地」所有との関係を取り扱わねぱならなくなる。それほどに，資本と土地

所有との経済関係は現実の経済活動において　般的な性格をもっているのであ

る。 それだけに，資本の分析も，したがって「価値」範曉の分析も，この土地

所有との関係をふまえることによっ て， より完全な分析となっていくのである 。

　則置きの第二の問題についても，マルクスは次のように述べている 。

　「資本主義的生産様式　般が労働者からの労働手段の収奪を前提するとすれ

は， この生産様式は，農業では農村労働者からの土地収奪と，利潤を営む資本

　　　　　　　　　　　　　　　　（６６４）
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
家への農村労働者の従属とを前提とする 。」

　この文章が示竣していることは以下のことである 。つまり ，資本主義におげ

る「土地所有」を経済学的に問題とする場合には，農村労働者は生産手段であ

る土地から切り離され，かつ資本家のもとに従属しているということ，したが

って資本と賃労働との関係については捨象するということ，この二点が前提に

たっ ているということである。もっともこの文早では，資本と土地所有との経

済関係については直接言及されていないが，土地所有と賃労働とが分離されて

いる以上，土地所有は資本関係を排除して自皿的な営利活動をすることができ

ないということも前提になっているものと理解してよいであろう 。

　ここで再ぴ先に提起しておいた間題，すなわち資本主義杜会において「土地

所有」が独自の経済的範晴として，な昔存立しうるのかという問題に立ち戻る

ことにしよう 。この問題を検討するに際しては，あらかじめ次の二つの点を明

らかにしておくことが必要である。その第　点は，資本は全杜会的な規模で土

地所有を排除できないのかとうかという問題であり ，第二点は，逆に土地所有

はそれ自体として自立的な営利活動を行いえないのかどうかという問題である 。

　第一の問題点から，検討をはじめていくことにしよう 。

　資本主義杜会における資本の蓄積はあらゆるものを資本関係の中に巻き込み ，

かつ資本蓄積にとっ て障害になるものは，これを資本みずからの手で除去して

いく 。例えぼ，労働力の不足や賃金の高騰などのような資本蓄積にとっ ての障

害にたいしては，資本はその有機的構成を高度化することにより ，つまり相対

的過剰人口をつくり出すことによっ て， いわぱ自らの手で資本蓄積の障害を除

去していく 。これが資本主義の歴史的な発展法則である 。

　ところで，いま問題としている「土地所有」とは何か，それは果たして資本

蓄積にとっ て障害となるものであろうか，もし資本蓄積にとっ て障害となるの

であれぱ，資本はこの「土地所有」をみずからの手で除去することはできない

のかとうか。この最後の問題が，資本主義杜会におげる独自の経済的範晴とし

て土地所有が存立する杜会的根拠を明らかにすることになるのである 。

　まず，土地所有の概念について，マノレクスは「土地所有は，ある人々がい つ

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６６５）
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さいの他人を排除して，地球の一定の部分を彼等の個人的意志の専有領域とし
　　　　　　　　　　　　　　　４）
て支配するという独占を前提する。」と述べている 。

　われわれとしては，「土地所有」そのものの　般的な概念を，「土地に対する

排他的支配である」という簡単な概念規定をしておくと同時に，ここで考察の

対象としている土地所有は資本主義的生産様式に観定された「土地所有」であ

るということを明確にしておかねほならたい 。

　次に，この資本主義的た「土地所有」は，果たして，資本蓄積にとって障害

になるのかどうかという間題についての検討であるが，この点についても，ブ

ノレクスは資本と土地所有との関連で，次のように述べている 。

　「土地所有は，ある発展段階に達すれぱ，資本主義的生産様式の立場から見
　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
てさえも余計な有害なものとして現れる 。」

　この文章は，資本蓄積にとっ て土地所有が障害になってくるということを示

竣したものである。もっとも，マルクスは資本主義のいかなる発展段階になれ

ぱ， 土地所有が資本蓄積にとっ て， どのような障割こなってくるのかという具

体的な点までは明記していない。しかし，それは大きた問題ではない。さしあ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

６）

、

たり ，われわれとしては，全杜会的な観模で生産利潤率が傾向的に低下してい

き， これに対して資本は実現利潤率を高めようとするのであるが，その際には ，

資本が土地所有と一定の経済関係を取り結んでいるところから生ずる矛盾，つ

まり「超過利潤の地代への転化」という矛盾が露呈してくるという程度の理解

で十分であろう 。

　ところで，資本主義杜会において「土地所有」が独自の経済的範曉として存

在するという杜会的根拠を明らかにするためには，資本がその蓄積障害とた っ

てくる土地所有をはたして除去しうるか否かという視点から問題を検討すれぱ

よいであろう 。そして，この点については，「除去できたい」という結論を先

取りしておこう 。

　このような結論を導き出すためには，資本そのものの本性にかかわる条件と ，

資本主義という杜会体制が存立する上での条件から説明しなけれぱならたい 。

　まず第一に，資本そのものにとっ て重要なことは，資本投下によっ て平均利

　　　　　　　　　　　　　　　　（６６６）
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潤をあげねはならないという絶対的な存立条件の問題がある。確かに，資本主

義杜会の場合には，あらゆる自然的存在物が私的に所有されている。しかし ，

それを資本が買収し，かつそれを土地生産物生産部門において労働手段や労働

対象として活用するかどうかは，資本にとっ て平均利潤かそれ以上の利潤を取

得しうるか否かという点にかかっている。つまり ，一口にｒ土地」とい っても ，

資本蓄積にとっ てみれは優等地から劣等地までの多様な条件として存在してい

るのである。したがって，資本は平均利潤をあげえない劣等地を買収すること

はありえない。すなわちｒ土地所有」が，資本にとっ て蓄積障害となったとし

ても，その障害を完全に除去していくことは，少たくとも平均利潤を追求しな

げれはならないという資本の本性からみて不可能なのである。これが第一の理

由である 。

　第二に，この理由のほうが一層基本的たのであるが，資本主義という体制を

存立させていくための条件が，資本をして土地所有を除去することを不可能に

している 。

　資本がその障害である「土地」を買収するという彬態で除去できないとすれ

ぱ， 残る手段は私的な「土地所有」そのものを否定する，つまり私的なｒ土地

所有」を杜会的に，あるいは国家権力を通じて制度的に除去するしかない。し

かし，このｒ土地」の私的所有を否定するということは，その他の生産手段に

ついても，その私的な所有を否定することになりかねない。もしそうなれば ，

資本主義それ自体が存立しえないことになる。な普なら，かかる生産手段を私

的に所有することによっ て資本はその現実的な存立基盤が与えられているので

あり ，このｒ私的所有制度」そのものに立脚しているのが資本主義的生産様式

だからである。マルクスがｒ土地所有の独占は，資本主義的生産様式の前提で
　　　　　　　　　　　　　　　　　７）
あっ て，一・・その永続的た基礎である」と述べているのも，かかる意味におい

てのことたのである 。

　以上，われわれは，二つの理由によっ て， 資本は土地所有を完全に除去でき

ないということを明らかにしてきた。しかし，もう一つの間題が残されている 。

すなわち土地所有はそれ自体として自皿的な営利活動を行うことができたいの

　　　　　　　　　　　　　　　　（６６７）
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かどうかという問題である 。

　資本主義の成立とともに，労働者階級は封建的な束縛から解放されると同時

に， これまで占有していた土地からも切り離された。土地所有者にとっ てみれ

ば， 封建的な諾関係から解放された「自由な」土地所有移態となったのである

が， 他方では，これまで土地の付属物的存在であった「労働力」が土地から分

離していったのである。土地そのものについて言えぱ，労働力の支出を抜きに

してはいかなる生産的活動を行いえない。したがって，この労働力を支配する

資本の蓄積運動と結ぴつかなげれは，土地所有はなんらの「収入」も挙げえな

くたったのである。では，土地所有者は「資本」を抜きにして労働者を雇用す

ることが出来るであろうか 。

　確かに，土地所有者はみずからの手で労働者を雇用し，資本主義的農業を営

むことが可能である。しかし，その場合は，彼はもはや土地所有者としてでは

なく ，農業資本家として，機能資本家として立ち現れてくるのである 。

　また労働者を雇用せず，みずからの家族労働加こ依拠して農業を営むことも

できる。しかし，このような小農民的土地所有は，資本主義の長期的な発展過

程からみれば，特殊的，あるいは過渡的性格をもっ た存在であり ，農産物をめ

くる市場競争が激化していく中で両極分解し，資本主義の発展とともにやがて

消滅する運命にある 。

　マルクスは，穀物需要の増大にともた って，経営農地の拡大が必要となれは ，

自已経営的土地所有者も自分が所有する土地よりもいっそう広い土地を賃借せ

ねばたらたくなるとして次のように述べている 。

　「もし，穀物需要が増大して ，自己経営的所有者の手にあるよりも広い面積

の土地種類Ａを耕作することが必要になってくれぱ，つまり ，およそ耕作が行

われるためには土地種類Ａの一部分が賃貸しされなげれぱならなくなれば，資

本の投下にとって土地所有がなしている制限のこのような仮定的な廃止はすぐ
　　　　　　　　８）
なくなるであろう 。」

　この文早は，資本主義におげる営利活動は資本蓄積運動として展開されるの

であ って，たとえ土地所有者による営利活動であ っても，それは例外ではあり

　　　　　　　　　　　　　　　　（６６８）
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えないということを述べたものである。もし，この土地所有者が営利活動を

行う場合には，これまでの営利活動もより多くの利潤を追求するということか

ら， 単に自已の所有地だげに限定して耕作するということはありえたいのであ

る。 換言すれは，資本蓄積を行おうとする場合の土地所有考は他人の所有する

土地を借用せねぼならず，そうすることによっ て， この土地所有者は借地農業

老として，つまり機能資本家として立ち現れざるをえないのである・しかも ・

広義の「土地所有者」のすべてが資本を所有しているとは限らたいし，同様に ，

すべての土地所有老が機能資本家としてたちあらわれること ．もないのである 。

　かくしてマルクスは，「土地の資本主義的耕作は　　原則として土地所有の

　　　　　　　　　　　　　９）
自已経営を排除するのである」としているのである 。

　以上，われわれは資本が土地所有を全杜会的な規模において排除できないと

いうこと，さらに土地所有はそれ自体として自立的な営利活動を行うことがで

きないということを明らかにしてきた。このことは同時に，土地所有が資本主

義杜会において独自の経済的範曉として存立する根拠を明らかにしたことにも

たる。いわは，土地所有は地主階級の物質的基盤として確固たる位置を占める

ことになり ，資本が土地生産物生産部門において蓄積活動を行う場合には，た

とえそれが蓄積障害とたるにしても，土地所有と必然的に経済関係を取り結ば

たければならないのである 。

　　 １）邦訳ｒ資本論』，大月書店版，第三巻，第２分冊，１９６７年，７９４ぺ一ジ 。

　　２）　同上書，７９５ぺ一ジ 。

　　３）　同上，７９４ぺ一ジ 。

　　４）　同上，７９５ぺ一ジ 。

　　５）　同上，８０４ぺ一ジ 。

　　 ６）拙稿ｒ利潤率の諸概念について」（『産業労働研究所報』（九大），第６４ ・６５号 ，

　　　１９７５年所収）を参照、のこと 。

　　７）邦訳ｒ資本論』，前出，７９５ぺ一ジ 。

　　８）　同上書，９６５べ一ジ 。

　　９）　同上 。

（６６９）
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第二節　資本と土地所有との経済関係

　前節で明らかになったように，土地所有は資本，賃労働とあわせて資本主義

杜会におげる基本的な経済範曉である。したがって，資本家が土地生産物を生

産しようとすれば・土地所有者と一定の経済関係を結ぱなげればならない。資

本家は土地を借用するかわりに，土地所有者に「地代」を支払うのである。間

題は・この「地代」が「価値」としていかなる実体をもつものであり，かつ価

値諸範曉の体系の中でいかなる位置をしめるのかということを明らかにする必

要がある。そのためには，資本が土地所有と取り結ぶ経済関係について具体的

に検討しなげれぱならない 。

　周知のように・マルクスは差額地代の第一形態を論ずるにあたって，「この

超過利潤は・二つの等量の資本および労働が等面積の土地で用いられて不等な
　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
結果を生む場合には，地代に転化する」と述べ，特に土地生産物の価格につい
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
ては，「市場価値がいつでも生産物量の総生産価格を越えている」ということ

を前提として，次のような表を例示している 。

　　　　土地種類　　　生産物量　　　生産物価値

　　　　　Ａ　　　　１ 、クォーター：６０シリソグ；１クォーター＝６０シリソグ

　　　　　Ｂ２〃＝〃；〃：３０〃
　　　　　Ｃ３ ．〃：〃；〃＝２０〃
　　　　　Ｄ４〃＝〃；〃＝１５〃
　　　　　　　　１０クォーター＝２４０シリソグ；平均１クォーター＝２４シリング

　マノレクスは，ここで次のような問題提起をしている 。

　「１０クォーターの現実の生産価格は２４０シリソグである。それが６００シリソ

グで売られる。つまり２５０劣高すぎる価格で売られる。１クォーター当りの平

均価格は２４シリソグである。市場価格は６０シリソグであり ，やはり２５０％高す
　３）
ぎる 。」

　つまりマルクスは１クォーター当りの生産価格が２４シリングであるのに，市

　　　　　　　　　　　　　　　　（６７０）
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場価格が６０シリソグとして実現されるのはなぜか・その差額は何かという問題

提起をしているのである 。

　マルクスはこの問題提起に続いて，「これは，資本主義的生産様式の基礎の

上で，競争の媒介によっ て実現される市場価値の規定である・この規定は・あ

る虚偽の杜会的価値を生み出す。これは土地生産物が従わされる市場価値の法

　　　　　　４）
則から生ずる」と述べている 。

　この文早で重要なことは，土地生産物生産部門におげる経済関係も他の生産

部門と同様に「市場価値の法則」によるものであること，つまり ，土地生産物

生産都門におげる資本と土地所有との経済関係も・その他の生産部門および部

門内部におげる諸資本問の競争をふまえながら考察すべきであるという方法論

的示竣と，価値範晴との関連では，ｒ市場価値」をふまえつつ１さらに「虚偽

の杜会的価値」を問題にしなけれぱならないということを示竣しているのであ

る。

　したがって，われわれとしても，マノレクスが差額地代の第一彩態で用いてい

る例表を援用しながら，この土地生産物生産部門において市場価値がいかに決

定されるのかという点を中心に，資本と土地所有との経済関係を具体帥こ検討

していきたいと思う 。

　もっとも，マノレクスの例表では土地生産物生産部門の内部におげる諸資本問

の競争およひ資本と賃労働との対立関係が捨象されている ・そこで１前貸資本

の有機的構成についてはいずれもＣ　Ｖを４１とし・かつ剰余価値率を１００％

として，例表に導入することにする。市場価格は１クォーター６０シリソグであ

る。 たお，粗利潤というのは，資本が市場において実現した価値総量から前貸

資本量を控除したものである。したが って，資本はこの粗利潤から「平均利潤」

を確保した残りの部分，すなわち超過利潤部分については・これを「地代」と

して土地所有者に支払わねばならない 。

　上記のことをまとめたものが，次の例表である 。

　　この例表をもとに，市場価値との関連をふまえながら・マルクスが提起した

問題を具体的に検討していくことにしよう ・

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６７１）
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〔例表Ｉ〕

　土地種類　前貸資本　　剰余価値　生産費　生産物価格　粗利潤　平均利潤　地代

　　　　　　　　　　　　　　クォーター　・ンリソグ　・：ンリソグ

　　　Ａ４０Ｃ＋１０Ｖ１０Ｍ　 １　
６０ 　１０ 　１０ 　＿

　　　 Ｂ　　　 ４０Ｃ＋１０Ｖ　　　　１ＯＭ　　　　　２　　　　 １２０　　　　 ７０　　　　 １０　　　　 ６０

　　　 Ｃ　　 ４０Ｃ＋１０Ｖ　　　１ＯＭ　　　　３　　　 １８０　　　 １３０　　　 １０　　　 １２０

　　　 Ｄ　　　 ４０Ｃ＋１０Ｖ　　　　１ＯＭ　　　　　４　　　　 ２４０　　　　 １９０　　　　　１０　　　　 １８０

　　合計　
１６０Ｃ＋４０Ｖ 　４０Ｍ　　１０ 　６００ 　４００ 　　４０ 　３６０

　　この土地生産物生産部門においては，前貸資本の総量は２００で，生産された

剰余価値は４０である。生産された商品総量は１０クォーターであるから，１クォ

ーターあたりの個別的た部門価値（生産価値）は２４である。土地生産物生産部

門以外の生産部門であれぱ，この２４という価値は生産価格として市場にあらわ

れ・ ２４が市場価格としてそのまま価値実現されることになろう
。

　ところが・マルクスは，土地生産物生産部門においては，１クォ＿タ＿６０シ

リソグという市場価格で売られるという前提を設定している。単純にいえば ，

資本が・本来の労働生産物ではない，つまり価値をもたないｒ土地所有」と関

係することによっ て， 土地生産物生産部門の２４という生産価格が６０という市場

価格で実現されることになるのであるが，それは何故かというのが，ここでの

問題なのである 。

　この間題を解明するためには，市場価格の変動がこの生産部門におげる市場

価値を変化させる過程，つまり ，この部門における市場価値法則の展開過程を

具体的に検討しなげれぱならたい。もっとも，この検討をするにあたっては ，

この例表にあらわされている幾つかの前提事項について理解を深めておく必要

がある 。

　その第一としては・各前貸資本の有機的構成を等しいものと前提しているこ

とについてである・このことは，この生産部門におげる諸資本間の競争を捨象

していることを意味している。つまり ，この生産部門においても，資本の有機

的構成が異なっているというのが　般的な状況なのであり ，この有機的構成の

差異による諸資本問およぴそれと地代との関係については，競争論次元での検

討がたされねばならない
。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６７２）
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　第二には，前貸資本に対する平均利潤率を２０％と前提していることである 。

この前提はこの資本主義杜会において，平均利潤率が形成され・生産価格がす

でに成立していることを意味している 。

　第三に，剰余価値率を１００％と前提していることである。つまり ，ここでは

生産過程における資本と賃労働との具体的な対止関係を捨象しているのである 。

　第四に，市場価格を１クォーターあたり６０シリソグと前提していることであ

る。 このことは，１クォーター６０シリソグという市場価格で土地生産物の需給

関係が均衡していることを意味している 。

　「地代」を取り巻く種々の経済的諸関係の変動を固定させ，つまり競争関係

の展開状況を一定にするという上言己のような諸前提を設定したのは・「地代」

の本質をいっそう明確なかたちで解明するために必要な措置である。かかる諸

前提をふまえつつ，以下では，われわれが設定した例表によっ
て・ 土地生産物

生産部門における市場価値の法則がどのように貫徹していくのかということを

具体的にみていくことにしよう 。

　さて，例表Ｉにおげる土地種類Ａを中心として検討をすすめていくことにし

よう 。土地種類Ａは，前貸資本５０，剰余価値１０であ った。したが って１生産物

価値は６０である。生産量は１クォーターで，その市場価格が６０（ンリソク）で

あるから，生産された剰余価値の１０は１０の利潤として実現され乱杜会的な利

潤率，すなわち　般的利潤率が２０劣であるから，土地種類Ａを借用した機能資

本家は平均利潤を取得することができる 。いや，むしろ土地種類Ａを借用した

資本が平均利潤を取得できるということを大前提とした上で１１クォーター６０

シリソグという市場価格が設定されているのである。つまり ・ここで重要なこ

とは，土地種類Ａという最劣等地を耕作する資本でさえも１平均利潤をあげう

るということが，土地生産物生産部門における資本活動の前提となっているの

である 。

　そこで，資本と土地所有との経済関係を具体的に考察するために１この１ク

ォーター６０シリソグという前提をはずして，市場価格を変動させてみることに

しよう 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６７３）



１７０　　　　　　　　　立命館経済学（第３６巻 ・第４ ・５号）

　穀物価格（土地生産物生産部門で生産された商品の市場価格）が１クォーター４０

１リソグまで下落したとしよう 。そして他の諾条件が変化しないものとすれば ，

この部門におげるそれぞれの土地種類を耕作している資本にとっ ては，次の例

表皿のようた結果が生じるであろう
。

　〔例表皿〕

　　土地種類　　前貸資本　剰余価値生産物量生産物価格粗利潤　　地代　　　利潤

　　　　　　　　　　　　　　　クォーター　シリング
　　　　Ａ４０Ｃ＋１０Ｖ＋１０Ｍ１４０－１０＿＿１０
　　　　Ｂ　　　　４０Ｃ＋１０Ｖ＋１０Ｍ　　　　 ２　　　 ８０　　　３０　　　 ６０　　 ＿３０

　　　　Ｃ　　　　　４０Ｃ＋１０Ｖ＋１０Ｍ　　　　　　３　　　　 １２０　　　　　７０　　　　 １２０　　　＿５０

　　　　Ｄ　　　　４０Ｃ＋１０Ｖ＋１０Ｍ　　　　 ４　　　 １６０　　　 １１０　　　 １８０　　 ＿７０

　結果は簡単である。それぞれの土地種類を借用していた諸資本が支払ってい

たこれまでの地代を不変としているので，いずれの種類の土地を耕作していた

資本も・その地代を支払えぱ，平均利潤を実現することは出来なくなる。した

がっ て， それぞれの土地種類におげる地代が不変のままであるならぱ，この生

産部門では生産は行われなくなり ，資本はこの土地生産物生産部門から離脱し

ていくであろう・もしそのようになれは，土地所有者はなんらの「果実」もえ

られないので・経済的強制として，地代を引き下げざるをえないであろう
。

　この地代がとこまで引き下げられるかは，もちろん資本と土地所有との競争

関係であるが・それは結局のところ資本が平均利潤をあげうるというところに

帰着する。その結果，例表皿は次のように変化するであろう
。

　〔例表皿〕

　　土地種類　　前貸資本　剰余価値　生産物量　生産物価格　粗利潤　　地代　　利潤

　　　　Ａ４０Ｃ＋１０Ｖ＋１０Ｍ１４０－１０＿＿１０
　　　　Ｂ　　　　　４０Ｃ＋１０Ｖ＋１０Ｍ１　　　　　２　　　　　８０　　　　　３０　　　　　２０　　　　　１０

　　　　Ｃ　　　　　４０Ｃ＋１０Ｖ＋１０Ｍ　　　　　　３　　　　１２０　　　　　７０　　　　　６０　　　　　１０

　　　　Ｄ　　　　４０Ｃ＋１０Ｖ＋１０Ｍ　　　　４　　　１６０　　　１１０　　　１００　　　１０

　例表皿をみれぽ判るように，土地種類Ａの場合には，地代を０にしても，１

クォーター４０シリソグという市場価格が続くかぎり ，この資本は平均利潤を取

得することが出来ないので，耕作を放棄し，この生産部門から脱落せざるをえ

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６７４）
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ない 。

　土地種類Ａを借用して耕作しても平均利潤を実現できたいことが明らかにな

れぱ，この土地種類Ａを借用する資本家はたくなる。もはや土地種類Ａは耕地

ではなくなり ，土地種類Ａの所有者はなんらの地代を得ることはできなくなる 。

かくして，土地種類Ａは耕作されたいままで放置されることにたる。結果は明

白である。この土地生産部門におげる生産物は１０クォーターから９クォーター

に減少することになる 。

　ところが逆に土地生産物価格が１クォーター８０シリソハこ上昇したとしよう 。

また地代は従来どおりとしよう 。そうなれぱ，例表Ｉは次のようにたるであろ

う。

　〔例表１Ｖ〕

　　土地種類　　前貸資本　剰余価値　生産物量　生産物価格　粗利潤　　地代　　　利潤

　　　　Ａ　　　　４０Ｃ＋１０Ｖ＋１０Ｍ　　　　１　　　８０　　　３０　　　－　　　　３０

　　　　Ｂ　　　　　４０Ｃ＋１０Ｖ＋１０Ｍ　　　　　　２　　　　１６０　　　　１１０　　　　　６０　　　　　５０

　　　　Ｃ　　　　　４０Ｃ＋１０Ｖ＋１０Ｍ　　　　　　３　　　　２４０　　　　１９０　　　　１２０　　　　　７０

　　　　Ｄ４０Ｃ＋１０Ｙ＋１０Ｍ４３２０２７０１８０９０

　この例表１Ｖで間題となるのは二点である。まず第一点は土地種類Ａを借用し

ている資本家にたいして，土地所有者は平均利潤１０を上回る超過利潤について

は， これを地代として要求するであろう 。そして，もし資本家がこれを拒否し

た場合は，土地の貸出を土地所有者は拒否するであろう 。つまり ，この土地種

類Ａを耕作すれば，平均利潤をあげうるということがはっきりした以上，現在

この土地を借用している資本家以外にもこの土地種類Ａの借用を希望する資本

家が存在するからである。これと同じことが，その他の土地種類を借用してい

る資本家の場合にも生ずるであろう 。つまり ，土地生産物価格の上昇があり ，

かつその上昇した市場価格が比較的長期にわたる場合には，その他の土地種類

の所有者は平均利潤１０を上回る超過利潤については，これを地代として要求す

ることになる。この要求を機能資本家が拒否すれぱ，その他の資本家に土地所

有者は賃貸させることになるであろう 。その結果，土地生産物価格が上昇した

ために生じた超過利潤は地代へと転化し，土地生産物生産部門におげる資本家

　　　　　　　　　　　　　　　　（６７５）
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はそれぞれ平均利潤を得ることで満足せざるをえなくなるであろう
。

　土地生産物の価格上昇にともな って，次のような新しい問題が生じてくる 。

これまでは，平均利潤をあげえないために放置されていた土地種類Ｅが資本家

によっ て借地され，耕作され始めるということである。つまり ，この土地生産

物生産部門に別の資本が新規に参入していくということである。生産物価格が

１クォーター８０シリソグになることによっ て， この新規に参入した資本（投下

資本量およびその有機的構成は既存の資本と同じものとする）によっ て耕作される土

地種類Ｅでは，土地生産物量をＯ．８クォーターとしよう 。そうすれほ，この土

地生産物生産部門は次の例表Ｖのようにたるであろう
。

　〔例表Ｖ〕

　　土地種類　　前貸資本　剰余価値　生産物量　生産物価格　粗利潤　　地代　　　利潤

　　　　Ｅ　　　　４０Ｃ＋１０Ｖ＋１０Ｍ　　　　Ｏ．８　　６４　　　１４　　　　４　　　１０

　　　　Ａ４０Ｃ＋１０Ｖ＋１０Ｍ１８０３０２０１０
　　　　Ｂ　　　　４０Ｃ＋１０Ｖ＋１０Ｍ　　　　２　　　１６０　　　１１０　　　１００　　　１０

　　　　Ｃ　　　　４０Ｃ＋１０Ｖ＋１０Ｍ　　　　３　　　２４０　　　１９０　　　１８０　　　１０

　　　　Ｄ　　　　４０Ｃ＋１０Ｖ＋１０Ｍ　　　　４　　　３２０　　　２７０　　　２６０　　　１０

　例表Ｖでは，いずれの土地種類を耕作している資本も，ひとしく平均利潤を

あげており ，その超過利潤部分は地代へと転化している。このことは，市場価

格の変動によっ て， 生産部門の資本組成が変化するという市場価値の法則が土

地生産物生産部門においても貫徹していることを明らかにしている
。

　以上，われわれは土地生産物生産部門において，市場価格の変動によっ て，

資本と土地所有者との経済関係がとのようにたるかをみてきた。つまりここで

は土地生産物生産部門内部におげる諸資本問の競争関係を捨象しているので
，

結局のところ，この部門におげる諾資本の競争は「土地」がもつ自然的生産条

件の優劣に観定された競争移態をとらざるをえない。だが，資本にとっ て有用

な土地は有限であり ，かつ土地所有者は土地を排他的に支配し，これを自由に

処理できるために，最大の地代を支払う資本家を選択して土地を賃借させるこ

とができる。こうして土地所有は資本に対して外的な力をもつものである
。

　諸資本は，生産条件の良い土地を求めて競争する。それは市場価格が上昇し

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６７６）
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た場合に，もし地代が不変だとすれは，優等地を借用した資本家は超遇利潤を

取得することが可能だからである。もっとも，資本が借地を求めて競争すると

いっ ても，あくまでもそれは資本が平均利潤かそれ以上の利潤をあげうるとい

う限界内においてのことである。また，優等地を借用している資本が超過利潤

をあげている場合でも，平均利潤だげで満足する資本がこの優等地の借地競争

に参入してくるので，超過利潤を取得している資本は，この超過利潤部分を地

代として土地所有者に支払わねぼならなくたる。その結果，土地生産物生産部

門における資本はいずれも平均利潤だけで満足しなげればならなくなる 。

　かくして問題は，なぜ平均利潤を越える超過利潤部分が土地所有者の手には

いるのかということになる。結論的にいえは，それは上言己のようた経済的競争

関係を前提としながらも，土地所有そのものに起因するのである・すなわち ・

土地生産物生産部門では，土地をはじめ，土地に付属する自然的諸力が本来的

な， あるいは当初的な生産条件（生産力）を規定している。したが って・「二つ

の等量の資本および労働が等面積の土地で用いられて不等た結果を生む場合に
　　　　　　　　　　　　　　５）
は， 超過利潤は地代に転化する。」とマルクスも言っているように，平均利潤

をあげうる土地種類が生み出す生産物量を越えて生み出された超過分は，まさ

しく土地および土地に付属する自然的諸力に起因するものであるから，その卓

越した自然的生産力をもっ た土地の所有者，つまり優等地の所有者の手元には

いるのである。これが地代（差額地代）であることは周知の通りである 。

　このようにして，一定の市場価格を前提にした場合，土地生産物生産部門に

おげる諸資本問の競争は，まず借用した土地の自然的条件をめくっ て行われる

か， その土地のもつ自然的条件か余りにも劣悪であれは，この土地を借用した

資本は平均利潤をあげることはできず，この部門から脱落する。なお，この際

には，資本による技術的改良 ・工夫などをめぐる競争関係は捨象しておくこと

にする 。

　したがって，諸資本はより優等な自然的生産力をもっ た土地を借用する競争

を展開することになるのであるが，土地所有者は「土地を自由に取り扱うこと
　　　　６）
ができる」といわれるように，土地所有者か借地農業者（機能資本家）を「自由

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６７７）
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に」選択できるという権利を行使することにょっ て， 諸資本は結局のところ平

均利潤に甘んじるしかないのである。この点については，すでに見ておいたと

ころである 。

　以上のように資本と土地所有とは一定の経済関係を結ぶのであるが，その関

係はかたらずしも固定的なものではない。つまり ，土地生産物の市場価格が下

落する場合には，資本は，かかる価格のもとでも平均利潤をあげうるような

「地代」への引き下げを土地所有者に対して要求するであろうし，また市場価

格が上昇する場合には，土地所有者は資本が取得する超過利潤を「地代」とし

て取得すべく運動を展開するであろう 。これが超過利潤をめぐる資本と土地所

有との競争関係である
。

　かくして・土地生産物生産部門内部におげる諸資本の競争は，その技術的な

改良 ・工夫をめぐる競争および賃金をめぐる労働との競争を捨象すれば，市場

価格の変動に対応しつつ，「超過利潤の地代への転化」をめぐっ て「土地所有」

との競争関係を展開していくのである。このため，諸資本は平均利潤の取得を

前提としつつも１超過利潤は地代として土地所有者の手に入っていくのである 。

そして地代をめぐる資本と土地所有との競争的経済関係は，土地生産物である

諸商品の価値構成にも反映していくのである。すなわち諸資本問および資本と

賃労働との経済関係を内包した価値範曉である「市場生産価格」は，さらに資

本と土地所有との経済関係をも包摂することによっ て， 新しい価値範曉である

「市場調整的生産価格」へと転化していくのである
。

　　１）邦訳『資本論』，大月書店版，１９６７年，第三巻，第２分冊，８３７ぺ一ジ 。
　　２）　同上書，８５１ぺ一ジ

。

　　３）　同上，８５２べ一ジ
。

　　４）同上。

　　５）　同上書，８３７ぺ一ジ
。

　　６）　同上，７９５ぺ一ジ
。

（６７８）
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第四節　市場生産価格から市場調整的生産価格へ

　諸資本問の競争およひ資本と賃労働との関係を内包Ｌた「市場生産価格」と

いう価値範晴は，土地所有という新しい関係を包摂することによっ て， 内容的

にいっそう展開された価値範晴である「市場調整的生産価格」へと転化する 。

だカ１，この新しい価値範晴の実体はいかたるものであろうか。この問題を解明

するために，われわれはここでもう一度，マノレクスが提起していた問題へと立

ち戻ることにしよう 。

　われわれは，則節の冒頭において，「１０クォーターの現実の生産価格は２４０ノ

リソグである 。それが６００シリソグで売られる 。つまり２５０％高すぎる価格で

　　　　ユ）
売られる。」というマルクスの文早を引用しつつ，な畦「２５０％高すぎる価格

で売られるのか」という問題を提起しておいた。そして，この６００ンリソクと

２４０シリソグとの差額，つまり３６０シリソグが超過利潤であり ，これが資本と

土地所有関係によっ て地代へと転化するのであるが，この地代部分はｒ虚偽の

杜会的価値」と呼ぱれているものである 。

　このｒ虚偽の杜会的価値」である地代を価値論的に解明することは，資本主

義を構成する三大階級の物質的基盤およびそれらの相互関係を明らかにするう

えで決定的に重要なことである 。

　その理由は，資本主義的諸関係を内包している「商品」の価値内容（実体規。

定と量的規定）を，いわぱ抽象的に資本と賃労働関係，諸資本問の関係という次

元で明らかにするに留まらず，さらに資本と土地所有との関係も包摂した「市

場調整的生産価格」といういっそう内容豊かな価値範晴として把握することが

可能となるからである。もう少し詳しく述べると，資本主義杜会における経済

的な諸関係はすべて「価値」関係として把握され，かつ，その経済的な諸関係

の動態はまさしく価値法則として展開される。したが って，ｒ価値」という範

曉も，資本と賃労働という経済関係を内包するだげの単純な，かつ抽象度の高

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６７９）
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い価値範騒換言すれは「生産」価値と呼んでも差し支えないような価値範時

から上向を始め，より多くの経済的諸関係を内包していくことによっ て， 次第

に内容豊かな価値範曉へと具体化されていくことになる。即ち，「生産価値」

から生産価格，市場価値，市場生産価格，そして今，われわれが間題にしてい

る「市場調整的生産価格」へという上向過程をたどるのである
。

　だが・以上述べてきたような論理は，最近におげる山本＿三丸氏の見解とは

真正面から対立することになる
。

　山本＿二丸氏は次のように述べている 。

　「ここ農業部面では，土地の制限性ゆえに，工業部面におげるような自由競

争は行われえず，そのために最劣等地の個別的生産価格によっ て市場価値が決

定されていることになり ，より優良な土地の生産物＝商品について必然的に超

過利潤が「虚偽の杜会的価値」として生まれ，それが差額地代として土地所有

者のふところにころがりこむことになるのであ って，この部面では，価値観定
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）も価値法則もまったく妥当しえないものであることは，明らかである 。」

　上記の引用文からも明らかなように，山本＿二丸氏は，「土地の制限性」と

いう物理的な要因を導入することによっ て， 土地生産物生産部門におげる価値

法則の貫徹を否定し，「農業部面では，価値規定も価値法則もまったく妥当し

たい」という見解に立っているのである 。

　だが，われわれの見解は異なる 。

　すでに第二節で明らかにしたように，資本主義杜会においては，いかに資本

といえどもｒ土地所有」を廃絶することはできない。したがって，資本が土地

生産物生産部門において資本蓄積を行おうとすれは広義の土地所有と一定の経

済関係を結ぱざるをえないのである。そして，かかる資本活動と「土地」所有

との関係は現実に存在し，かつその関係は資本蓄積活動の進展によっ て全杜会

的規模にまで展開しているのである
。

　山本氏の理解が誤まっ ていることを証明するためには，やや脇道に逸れると

はいえ・価値論の基礎について振り返っておくことが必要である。もともと ，

抽象的な「価値」でさえも，「抽象的　般的人問労働」という凄体観定とあわ

　　　　　　　　　　　　　　　　（６８０）
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せて「杜会的に必要な労働時間」という量的規定がなされている。そして１現

実の市場価格へ接近していく場合には，価値の実体規定であるｒ抽象的一般的

人間労働」についての考察を深めると同時に，「杜会的に必要な」という価値

の量的規定についても，単に生産力的な規定としてだげでたく ，諸資本の競争

や土地所有との関係もふくめた杜会的た規定を豊富化していくことが大切たの

である。かくして単純な「生産」価値から具体的た価値範晴への上向過程が始

まり ，「生産価格」やｒ市場価値」が，そして生産価格と市場価値を統一した

概念である市場生産価格が登場してくるのである。さらに，資本と「土地所

有」との関係によっ て生ずる地代をも包摂する新しい価値範曉，すなわち「市

場調整的生産価格」を実体的にもまた量的にも明らかにすることができるので

ある。いわは，「市場生産価格」から「市場調整的生産価格」への転化問題を

解明することによっ て， 換言すれぱ，「地代」の実体をなしているｒ虚偽の杜

会的価値」を解明することによっ て， 三大階級から構成される資本主義杜会の

経済構造とその運動法則を，価値関係の具体的な構造とその価値法則の具体的

な展開過程として明らかにすることができるのである 。

　以上のことからも判るように，山本二三丸氏が言うように，「土地の制限性」

との関連で，価値規定や価値法則が妥当したくなるのではなく ，それとは全く

逆に，抽象的な価値範晴からより多くの経済的諸関係を内包した具体的な価値

範時へと展開していかねぱならないというのが私の見解なのである 。

　「市場生産価格」からｒ市場調整的生産価格」へという価値体系の豊富化を

図るという見地に立脚して，以下では土地生産物生産部門において，価値規定

がどのようにたされ，また価値法則がどのように貫徹していくのか，換言すれ

ぽ， 資本は土地所有との関係をとり結ぶことによっ てどのような運動を展開し

ていくのか，さらには，土地所有との関連で展開される資本運動の基軸とな っ

ている「虚偽の杜会的価値」と呼ばれる「地代」の実体について検討していく

ことにしたい。その手掛りとして，マノレクスがｒ虚偽の杜会的価値」について

述べている文章をもう一度引用しておくことにしよう 。

　「１０クォーターの現実の生産価格は２４０シリソグである。それが６００シリソ

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６８１）
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クで売られる 。　　（中略）　 。８やはり２５０％高すぎる。これは，資本主義生

産様式の基礎の上で競争の媒介によっ て実現される市場価値の規定である。こ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
の規定は，ある虚偽の杜会的価値を生み出す。」

　この文章で明らかなように，マノレクスは２４０シリソグの土地生産物生産部門

が６００シリソグで売られるのは，虚偽の杜会的価値との関連によるものであり
，

この虚偽の杜会的価値（の大きさ）は「市場価値の観定」によるものとしている

のである。そこで，この「市場価値の観定」とは何か，その点をあらかじめ明

確にしておかねぽならない
。

　「市場価値」という価値範曉の具体的な概念は，市場価格の変動によっ て，

ある特定の生産部門におげる諸資本の有機的構成とそれらの組成が変化し，か

かる変化によっ て規定されたこの生産部門におげる平均的な価値である。した

がっ て， ここでいうｒ市場価値の規定」というのは，諸資本間の市場競争をふ

まえた価値観定，いうなれば市場価格の変動をふまえた価値の量的規定という

ことになる 。

　ところで，市場価格の変動を間題にする論理次元では諸資本の競争による生

産価格の成立が前提になっており ，市場価値そのものが平均利潤を実現できる

かとうかは別問題である。かかる異部門問におげる諸資本の競争を前提として

いる以上，多くの場合，市場価値は市場生産価格へと転化している。だから市

場価格の変動によっ て， この部門内におげる諾資本の競争関係は，個々の資本

が平均利潤をあげうるかどうかという競争として展開されることになる。そし

て特に，下位の資本構成をもっ た資本が，市場価格が下方変動した場合，はた

して平均利潤を取得しうるか，それとも平均利潤をあげえず，資本の減価や資

本の価値破壌を惹起して，この部門から脱落していくかどうかという問題が中

心的な分析課題とたる。このような資本の減価や資本の価値破壌の間題はこの

土地生産物生産部門においても当然生じる問題である。その限りにおいて，こ

の部門においても，市場価値法則，そして市場生産価格という価値範晴を十分

に駆使することによっ て間題の解明が可能となるのである 。

　ここで注意しておくべきことは，市場価値は，最も単純な価値範曉である

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６８２）
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ｒ生産」価値と同一次元の価値範時ではなく ，異部門間競争である市場価格の

変動をふまえた価値規定であるということである。市場価値を「生産」価値と

混同するか，あるいは同一視して，市場価値を生産価格に先行する価値範晴と

するなら序，この「市場価値の規定」ということも正しく理解できたくたる 。

　諸資本問の競争をふまえた価値規定としては，なによりも異部門問競争によ

る平均利潤率の彬成がその第一前提であり ，この前提によっ て生産価格が成立

するのである。だから諸資本問の競争をふまえた第二の価値観定としてのｒ市

場価値」の場合には，市場価格の変動を前提にした同一部門内部における諾資

本の競争であるから，この場合には明らかに，生産価格の成止を前提としてい

るのである 。

　ところで，同一部門内部におげる諸資本の競争は，資本の有機的構成の変化

および諸資本の組成という二つの形態でもっ て行われる 。つまり ，この二つの

内容が市場価格の変動にともなうｒ市場価値の規定」なのである 。

　「市場価値の規定」という内容について，以上のような理解をした後に，わ

れわれは，いよいよ２４０シリソグの土地生産物がなぜ６００シリソグで売られる

のかという問題の核心にはいることにしよう 。

　マノレクスは，土地生産物生産部門における超過利潤の地代への転化問題を明

らかにするに際して，１クォーター６０シリソグという市場価格を前提とした 。

この前提によっ て， 異部門問における諸資本問の競争，つまり需給関係の変化

に対応して１クォーターが４０ンリソクに下落したり ，８０ノリソクに上昇したり

という価格運動にともなう市場価値変動の間題（この問題については，すでに前節

で検討したところである）を捨象したのである。この捨象は同時に，最下位にあ

る土地種類Ａを借用している資本は平均利潤をあげうるが，この土地種類Ａよ

りも劣悪な土地種類を借用し，かつ耕作している資本は１クォーター６０シリ：／

グという市場価格では平均利潤をあげえないという前提にもたっているのであ

る。 つまり ，現実には土地種類Ａよりも劣等な土地種類が，ある資本によっ て

耕作されることがありうるという状況をふまえながらも，平均利潤をあげえな

い資本がこの土地生産物生産部門に存在するということは，一時的でかつ特殊
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的なものであり ，長期的でかつ　般的な存在彬態ではないものとして捨象して

いるのである。なぜなら，いま間題になっているのは，平均利潤をこえる利潤 ，

すなわち超過利潤が地代へ転化するということ，換言すれば，市場生産価格か

ら市場調整的生産価格への転化を問題にしているのだからであり ，市場価値が

いかに決まるかということを間題にしているのではないからである 。

　もう少しつけ加えるたらぱ，市場価格の変動を契機とした諸資本の競争は ，

同一生産部門におげる資本の有機的構成とその組成を変化させる。これがマノレ

クスのいう「市場価値の規定」という内容であるかぎり ，この市場価値法則は

土地生産物生産部門においても貫徹しているのである。しかしながら，この土

地生産物生産部門において超過利潤をあげえない資本，つまり地代を支払うこ

とができたい資本については，「資本と土地所有」にかかわる経済関係を考察

することが不可能たので，その考察の対象外に置かれているのである。いわは ，

最下位の土地種類Ａにおいても超過利潤をあげうる資本，その場合の超過利潤

は限り無く平均利潤に近いものであるとはいえ，これを基底として超過利潤の

地代への転化という問題を考察するということになっているのである 。

　以上のことを簡単にいえば，平均利潤の法則および「市場価値の規定」によ

って彬成された市場生産価格を前提としつつも，なお土地生産物生産部門にお

いては，「超過利潤の地代への転化」を問題とするために，少たくとも平均利

潤以上の利潤をあげている資本だげを考察の範囲に留めたのである。したが っ

て， 土地生産物生産部門においても，諸資本の競争は当然のことたがら貫徹し

ているのであり ，超過利潤をあげえない資本，平均利潤をあげえない資本，平

均利潤はあげえたいが市場利子率よりも高い利潤をあげている資本，さらには

投下資本さえ回収しえない資本が現実に存在していることを否定するものでは

たい。土地生産物生産部門におげるこれらの資本は，市場価格の一時的な上昇

の場合には，平均利潤や超過利潤を取得することも可能であるが，不況期には

この部門から脱落していく運命にあることは自明の理である。そして，このよ

うな事態は，工業生産部門と同様に土地生産物生産部門においても当然に当て

はまることである 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（６８４）
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　このようにみてくれぱ，工業生産部門におげる市場価値は平均原理で決まる

が， 土地生産物生産部門では限界原理で決まるという二者択一的な理解がいか

に皮相的なものであるかが判るであろう 。

　市場価値は，いかなる生産部門においても平均原理によっ て規定されるので

ある。しかし，土地生産物生産部門では，資本が土地所有と関係せざるをえた

いということによっ て， つまり地代を支払わなくてはならたいということから ，

あたかも限界原理によっ て規定されるかのようにみえるのである。そのように

みえるのは，資本との関連で地代を考察する場合には，資本は超過利潤を実現

するものとして理論的に前提しているからである 。

　かくして，問題は市場価値によっ て観定されながら同時に平均利潤をあげる

価値範時，即ち市場生産価格を前提としながらも，資本主義的生産様式におげ

る土地所有との関連から，土地生産物生産部門におげる市場生産価格は地代と

いう虚偽の杜会的価値を内包した価値範晴である市場調整的生産価格へ転化せ

ざるをえないのである 。

　　 １）邦訳ｒ資本論』，大月書店版，１９６７年，第三巻，第２分冊，８５２べ一ジ 。

　　 ２）　山本二三丸ｒ市場価値とｒ虚偽の杜会的価値』」，『立教経済学研究』，第３９巻第

　　　１号，１９８５年，１５９べ一ジ 。

　　３）邦訳ｒ資本論』，前出，８５２ぺ一ジ 。

第五節　超過利潤と虚偽の杜会的価値

　われわれは，これまで資本が土地所有と取り結ぶ経済的関係を具体的に考察

してきた。これを価値論的にみると，市場生産価値から市場調整的生産価格へ

の転化であり ，その際に重要な環をなすのは，超過利潤の地代への転化であ っ

た。 そして，このｒ地代」の実体については「虚偽の杜会的価値」であるとい

うことを再三述べてきた 。

　だが，「虚偽の杜会的価値」およびｒ市場調整的生産価格」という範晴の概

念については，未だ明らかにしていない。また「虚偽の杜会的価値」について

　　　　　　　　　　　　　　　　（６８５）
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は， な畦「虚偽」という名称が付されているのかという理由，さらにはこの

「虚偽の杜会的価値」を誰が負担するのかという間題も残されたままである
。

　そこで本節においては，地代の実体が超過利潤であり ，かつ虚偽の杜会的価

値であるという以上，資本主義的生産様式のもとで超過利潤が生じてくる経済

的諸関係とその問題点を整理し，それをふまえながら土地生産物生産部門に特

有な「超過利潤の地代への転化」にかかわる諸間題について検討することにし

たし ・。

　もっとも単純な経済関係は，資本と賃労働との関係である。資本と賃労働が

生産過程において結合することによっ て， 剰余価値が生産される。この剰余価

値生産において資本と賃労働の関係は剰余価値率で表わされる。いま仮に，杜

会的平均的な剰余価値率を１００劣とするならぱ，個々の資本がその生産過程に

おいて剰余価値率を１００劣以上とするたらば，それらの諸資本は超過利潤をあ

げる可能性をもっ ている。ここで可能性をもつというのは，生産された剰余価

値が現実の市場において「価値実現」できるかどうかという間題を捨象してい

るからである。いうたれぼ，この生産過程におげる利潤率は生産利潤率であり
，

実現利潤率ではないからである
。

　次に・諸資本が超過利潤を取得することが可能なのは，同一の生産部門内部

におげる諸資本の競争をつうじてである。即ち，同一の生産部門内部におげる

諸資本の競争では，上位の資本構成をもった資本は特別剰余価値を取得するこ

とになるが，それは下位の資本構成をもっ た資本がマイナスの特別剰余価値を

負担することによっ てこの生産部門内部において相殺されることになっていた 。

この場合にはその他の生産部門との競争，市場競争による平均利潤の成立とい

う間題が捨象されているので，市場価格はこの部門において平均的な資本構成

をもった資本が生産する商品価値に等しいものとするという設定がなされてい

るのである。特に重要なのは，ここで生産された特別剰余価値は市場において

「価値実現」されたげれぱ超過利潤へと転移することができたいということで

ある
。

平均利潤率が杜会的に成皿し，生産価格が設定されれは，それぞれの生産部

　　　　　　　　　　　　　　　　（６８６）
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門が超過利潤を求める競争，すなわち異部門問におげる諸資本の競争が展開さ

れる。もしこの生産部門において平均的な資本構成をもっ た資本（多くの場合 ，

かかる資本はこの生産部門において大きな比重を占めている）が生産する商品価値が

生産価格と一致する場合には，これまで個別的な生産部門において設定されて

いた特別剰余価値は，超過利潤へと転化する。つまり上位の資本構成をもっ た

資本は超過利潤を取得し，下位の資本構成をもっ た資本はマイナスの超過利潤

をあげることになる 。

　もっとも，この場合には，その他の生産部門との競争関係において，この生

産部門が超過利潤を取得するということにはならない。なぜなら，上位の資本

構成をもっ ている資本は，その他の生産部門から超過利潤を取得するげれども ，

下位の資本構成をもっ た資本はその他の生産部門によっ てマイァスの超過利潤

を奪われるということによっ て， 相殺されるからである。ここで相殺される超

過利潤とマイナスの超過利潤の価値量が等量であるのは，この生産部門におい

て平均的な資本の有機的構成をもっ た資本が生産する商品価値は，生産価格に

等しいという前提がたされているからである 。

　しかしながら，異なった生産部門間におげる諸資本の競争は，資本の無政府

的な生産によっ て需給関係のアソバラソスを市場において生み出す。市場価格

はこの需給関係の変動とともに変化する。この市場価格が上昇する場合には ・

下位の有機的構成をもっ た資本でも平均利潤を取得するようにたる。また市場

価格カミ異常に騰貴するというような特殊な場合には最下位の資本でも超過利潤

を取得することさえ可能となることもある。これとは逆に，市場価格が低落す

る場合には，上位の有機的構成をもっ た資本でさえも平均利潤を取得すること

ができず，この生産部門においては，資本の減価や資本の価値破壊が生じる場

合もある 。

　かくして，市場競争の結果，個別生産部門内部において，平均的な有機的構

成をもっ た資本が平均利潤を取得しうるという平均原理に立脚した価値範醇で

ある市場生産価格が成立することになるのである 。そして，この市場生産価格

は， 異なった生産部門間における諸資本の競争においては平均利潤を取得する
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生産部門に属する資本によっ て， また個別生産部門内部におげる諸資本の競争

においては平均的な資本構成をもっ た資本によっ て生産された商品価値という

ことになる。つまり市場生産価格は異部門問競争およぴ同一部門内部におげる

競争という ，二つの市場競争関係を統一的に内包した価値範晴なのである
。

　このようにみてくると，個別資本にとっ て超過利潤を取得できる　般的な条

件というのは，以下のような場合である 。

　第一に・ある資本が雇用している労働者の賃金水準をその他の資本よりも低

く抑えている場合である 。

　第二には，その資本が生産している商品の市場価格が価値以上に騰貴してい

る場合である。この場合には，当該の生産部門全体は超過利潤を取得すること

ができる 。

　第三には・その資本が購入する諸資材（不変資本部分）の市場価格が価値以下

に低落している場合である。この場合も，当該の生産部門全体は超過利潤を取

得することができる 。

　第四には，その資本が属している生産部門において，資本の有機的構成を平

均以上に高度化している場合である
。

　だが・われわれが本節で検討しているのは，土地生産物生産部門におげる超

過利潤の問題である。つまり ，資本と土地所有との関連で展開される超過利潤

がどのようにして生じ，実現されるのであろうか。また，それは誰が負担する

のであろうか 。

　上記の間題を検討するために，次のような例表を利用することにしよう 。

　〔例表Ｍ〕

土地種類資本構成　剰余価値生産物価値生産量生産物価格粗利潤　　利潤　　地代

　Ａ４０Ｃ＋１０Ｖ１０Ｍ　６０　１　６０　１０　１０　＿
　Ｂ　　　４０Ｃ＋１０Ｖ　　　１ＯＭ　　　　６０　　　２　　　１２０　　　７０　　　１０　　　６０

　Ｃ　　　　４０Ｃ＋１０Ｖ　　　　１０Ｍ　　　　　６０　　　　３　　　　１８０　　　　１３０　　　　　１０　　　　１２０

　Ｄ４０Ｃ＋１０Ｙ１０Ｍ　６０　４２４０１９０　１０１８０
※生産里はクォーター 生産物価格はンリソグ。

例表Ｍをみれぱ判るように，まず個々の資本におげる剰余価値率は１００劣と

　　　　　　　　　　　　　　　　（６８８）
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され，資本と賃労働との関係において超過利潤が生じるという間題は捨象され

ている。またいかなる土地種類の土地を借用している資本も，その有機的構成

はすべて同じなので，この点に関する限り ，土地生産部門内部における諸資本

の競争は捨象されている 。

　ところが，この土地生産物生産部門と異たる生産部門問での競争関係をみる

と， この生産部門におげる２４０という生産価値が６００という杜会的価値として

実現されるのである。しかも，この場合には土地生産物が１クォーター８０シリ

ソグや４０シリソグといった需給不均衡の状況を設定しているのではなく ，土地

生産物生産部門に一おげる諸資本は平均利潤を取得しているという前提がなされ

ている。したが って，３６０という超過利潤が，土地生産物生産部門にもたらさ

れたのは，土地生産物が不足して，そのために市場価格が一時的に上昇したと

いう条件設定をしているのではないのである 。

　以上のような検討をしてくると，土地生産物生産部門における超過利潤は １

それ以外の生産部門において超過利潤が生まれる一般的な諸移態とは異な って

いるようにみえる。つまり ，剰余価値率は同じであり ，市場価格が異常に騰貴

している場合でもなく ，また，この部門における不変資本部分の価格が低落し

ているからでもたい。しかも部門内部におげる諸資本の有機的構成は同一なの

である 。

　だヵミ，土地生産物生産部門において注目しておくべきことは，諸資本が借用

する土地種類の自然的生産力に差異があるということである。この差異は例表

Ｍでも明らかにしており ，また諸資本が優等地を求めて競争するということに

ついても既に指摘しておいたところである。いうなれぼ，この土地生産力の差

異こそは，地代（差額地代）が発生してくる白然的基礎なのである・しかし ・

ここではその地代に転化すべき超過利潤そのものについて検討しているのであ

るから，この土地生産力の差異そのもの，したがって地代の差額そのものにつ

いては考察の対象外とたるべきものである 。

　ところで，土地生産物生産部門においては，土地を借用する諸資本は平均利

潤を取得するということが，前提条件として設定されていた。この前提条件は

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６８９）
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単に論理的なものではなく ，土地の借用料を支払うためには，少たくとも平均

利潤以上の利潤を取得せねぱならず，地代を支払えたい資本は，この土地生産

物生産部門から脱落していかさるをえないという現実的根拠をもっ ているので

ある。したが って，土地生産力の差異によっ て生じた超過利潤，それはまさし

くこの土地生産物生産部門で生産された商品価値の一部分に他ならない。しか
も， その商品価値を構成する費用価格，すなわち不変資本部分や可変資本部分

は等価交換されるのであるから，この超過利潤に転化するのは剰余価値部分で

しかない。つまり土地生産物生産部門において地代へと転化する超過利潤部分

は・ 剰余価値の一部分として生産されたのである。しかし，例表Ｍをみれぼ判

るように，この土地生産物生産部門において生産された剰余価値総量は４０でし

かない・だが，市場価格が１クォーター６０シリソグであるということから，４０

の生産された剰余価値は４００の価値をもつものとして杜会的な評価を与えられ

るのである。その結果，この土地生産物として生産された総価値量２４０は６００

の市場価格として実現されることになる
。

　この生産価値２４０と市場価格６００との差額，つまり３６０というこの土地生産

物生産部門全体にとっ ての超過利潤は平均利潤をめくる諸資本の競争およぴ諸

資本と土地所有との競争をつうじてもたらされたものである。もっと判りやす

く言うと，土地の自然的生産力には差異がある。優等地を借用した資本は，そ

れを借用しなかった資本よりも高い生産性をあげ，この高い生産性はあたかも

有機的構成の高い資本によっ て生産された商品が市場において「強められた労

働」として杜会的に評価されるのと同じような現象をとる。だが，この超過利

潤は労働の生産物としての価値実体をもたないのであるから，「強められた労

働」と同じものではたいし，また特別剰余価値でもない。しかし，これが市場

において，あたかも特別剰余価値であるかのように評価され，実現されて，は

じめて超過利潤になるのである。しかもその超過利潤は土地に付属している自

然的生産力の差異によるという物理的条件と，土地の所有者はかかる物理的条

件をもっ た自已の土地をどの資本にも「自由に」賃貸させることができるとい

う杜会関係によっ て， 土地所有者の手に帰属することになる，つまり超過利潤

　　　　　　　　　　　　　　　　（６９０）
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は地代へと転化するのである 。

　かくして問題は，この超過利潤部分はどのようた経済的過程を経て実玩され

るのか，換言すれぱ誰がこの超過利潤部分を負担するのかということになる 。

　もともと，この土地生産物が１クォーター６０シリソグで需給関係が一致して

いるということは，需要者側および供給者側の双方において次のような経済関

係が成立していることを意味している 。

　すなわち，需要側を構或する諾資本，つまり土地生産物を不変資本の一部と

して購入する資本にとっ ては，２４０の生産物価値を６００という市場価格で購入

しても，自已の価値増殖運動（資本蓄積）にとっ て， なんらの障害にもならな

いということである。また土地生産物を最終消費する労働者階級にとっ てみれ

ば， 労働力の再生産費として６００という市場価格で購入せざるをえない状況に

ある。いずれの場合にも，１クォーター２４の生産物価値を６０シリソグという市

場価格で購入することが前提にな っている。したがって，資本の年回転率を１

と前提して，当該年度だけをとっ てみれば，６００シリソグのうちの超過利潤部

分にあたる３６０は，この土地生産物を不変資本の一部として購入する資本家お

よびこれを最終消費する労働者階級が負担するということになる 。

　だが，再生産論的視点を導入するならは，事態は異なってくる。もはや土地

生産物生産部門におげる超過利潤を負担するのは，土地生産物を購入する資本

家や労働者階級であると結論づげることは困難となる。なぜなら，次年度以降

においては，この超過利潤部分を含んだ土地生産物を購入した資本家は，それ

を費用価格の中に折り込み，これに平均利潤率２０劣を付加して商品を市場に売

り出すからである。もし，この資本家の生産した商品がそのまま価値実現する

ならぼ，この超過利潤部分はこの商品を購入した別の資本家が負担することに

なる。したが って，この超過利潤部分は杜会的再生産過程のなかで循環すると

いう構造をとり ，多くの場合，これは最終消費者である労働者階級が負担する

ことになる 。

　しかしたがら，この土地生産物を最終消費するために購入Ｌた労働者階級も ，

また杜会的再生産過程の中で最終的に超過利潤部分を負担せざるを得たくた っ

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６９１）
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た労働者階級も，もし労働力の再生産費として価値どおりに賃金をうげとるの

であれぽ，この超過利潤は，この労働者階級を雇用している資本家階級が負担

するということになる。さらに，この資本家が生産した商品をもともとの土地

所有者やその他の土地所有者が買うとなれぱ，超過利潤部分は土地所有者によ

っても負担されることにたろう 。もっとも，単年度だげに限ってみれぱ，この

超過利潤部分，即ち土地所有者が取得する地代部分を，土地所有者が負担する

のだということはできたい 。

　このように杜会的再生産の年次的推移の過程を追跡してみるならは，土地生

産物生産部門にもたらされた超過利潤部分は，土地生産物および土地生産物以

外の商品を購入した土地所有者（地主階級）も含めて，資本家階級および労働

者階級のいずれかによっ て負担されるのである。換言すれば，土地生産物生産

部門におげる超過利潤は杜会的再生産の総過程をつうじて全杜会的に負担され

ることになるのである 。

　この点についてマルクスは，次のように述べている 。

　「消費者として見た杜会が土地生産物のために過多に支払うもの，それは土

地生産での杜会の労働時問のブイナスをなすのであるが，それが今では杜会の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユ）
一部分にとっ ての，土地所有者にとってのプラスをなすのである 。」

　このマノレクスの一文が意味することは，これまでにみてきた需要者側にかか

わる経済的諸関係の検討によって明らかであろう 。繰り返して述べるが，土地

生産物生産部門にもたらされた超過利潤は全杜会的に負担されるのである 。

　最後に残された間題は，この土地生産物生産部門におげる超過利潤部分がた

普「虚偽の杜会的価値」と呼ぱれるのかということである 。

　この点については，「杜会的価値」と「虚偽の杜会的価値」という概念を明

確に区別すれば，簡単に理解することが出来る。つまり ，「杜会的価値」とい

うのは，単に個別的な「生産」価値ではなく ，諾資本問の競争関係をつうじて

実現された価値である。しかも，「価値」の量的挽定が「杜会的に必要な労働

時間」であるかぎり ，「価値」という範醐よ杜会的な関係概念である。また価

値の実体規定がｒ抽象的人間労働」であるかぎり ，ｒ杜会的価値」といえとも ，

　　　　　　　　　　　　　　　　（６９２）
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労働生産物としての実体をもた棚まならないのである。したが って，特別剰余

価値，生産価格，市場価値などはすべて実体規定をもっ た杜会的価値であるか ，

杜会的価値として実現しうるものである 。

　だが，土地生産物生産部門におげる超過利潤は，価値実体をもたない「土

地」という自然的な生産力の差異にその基礎をもつものである。したが って本

来的に価値生産物ではない土地所有という外的な力が杜会的に評価されて価値

をもたらすという意味において，それは「虚偽」の杜会的価値なのである ・

「虚偽の杜会的価値」が「虚偽」とされる理由はここにある 。

　繰り返し述べると，土地生産物生産部門におげる超過利潤は「抽象的人間労

働」という価値実体をもっ た資本の有機的構成の差異から生じたものではない 。

したがって特別剰余価値ではない。土地の自然的な生産力は超過利潤を生み出
　　　　　　　　　　　　　　　　２）
す自然的な基礎でしかないのである 。

　土地生産物生産部門におげる超過利潤は，本来的には価値実体をもたたい土

地に付属する「自然的た生産力」を土地所有者が独占しており ，これを資本が

利用することによっ て生産性が高められた結果，いわぱ「自然の生産力」カミい

わば「強められた労働」であるかのように杜会的に評価されることによっ ても

たらされたのである。従って，「虚偽の杜会的価値」とは，抽象的人問労働と

いう価値実体をもたないにもかかわらず，「土地所有」という外的な力によっ

て杜会的に生み出され，市場における交換過程をつうじて実現された杜会的価

値なのである 。

　以上のことは，マノレクスの文章によっ ても確かめることができる 。

　「差額地代一そして，これが優等地におげる唯一の地代である一は１各生産

部門における一つの同じ市場価値にもとづいて平均的諸条件よりも優良な諸条

件のもとで仕事をする諸資本が生みだす超過利潤にほかならないのであり １そ

して，それがただ農業ではその自然的基礎のために固定され，そのうえに・こ

の自然的基礎の代理人である土地所有老のために，資本家のポケ ットにではな
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
く， 土地所有者のポケットに流れこむのである 。」

　この文早からも判るように，虚偽の杜会的価値は，土地生産物生産部門にお

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６９３）
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げる土地の自然的な生産力を土地所有者が独占しており ，それを資本が利用す

ることによっ て生み出され，価値生産物でない「土地所有」，つまり経済外的

な力が，一つの経済的な力であるかのように市勧こおいて評価され，そのこと

によっ て現実的な価値として実現されるのである。つまり ，土地生産物生産部

門においては，資本は土地所有と関係を結はさるをえないという資本主義杜会

におげる特有の経済関係に規定され，杜会的な交換関係をつうじて，虚偽の杜

会的価値は現実の杜会的価値へと転化することになるのである
。

　かくして・土地生産物生産部門におげる杜会的平均的価値である市場調整的

生産価格は・費用価格プラス平均利潤ブラス最劣等地におげる超過利潤部分と

いうことになる。つまり ，土地生産物生産部門においては最劣等地におげる地

代部分が商品価値に付加されて，商品価値は市場生産価格から市場調整的生産

価格へと転化するのである 。

　　１）邦訳ｒ資本論』，大月書店版，１９６７年，第三巻，第２分冊，８５３べ一ジ 。
　　２）　同上書，８３４ぺ一ジ参照

。

　　３）邦訳『マルクス ・ニソゲノレス全集』，大月書店版，第２６巻（剰余価値学説史） ，

　　　第二分冊，１９７０年，３１８ぺ一ジ
。

（６９４）




